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GDP

名⽬GDPと実質GDP

GDP（国内総生産）とは、国内で
一定期間に生産されたモノ・サービス
の付加価値の総額です。

国の経済規模や経済成長の度合い
を⾒るときなどに使われます。
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⽇本のGDPのうち、最も大きな項⽬は民間最終消
費支出（個人消費）で、全体の約６割を占めてい
ます。米国も約7割程が個人消費となっており、個人
の消費が経済を支えているということを意味しています。

一部の新興国でも、所得水準の高まりにつれ個人
消費が拡大しています。また、経済発展に伴なう企
業の設備投資の増加や、未成熟なインフラ整備のた
めの公共投資の増加などから、先進国に比べて経済
成長率が高くなる傾向にあります。 GDPの構成項⽬は各国により異なります。
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■日本のGDP構成項目
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各国のGDPの特徴

GDPとは国の経済規模を表す統計で、国内で一定期間に
生産されたモノ・サービスの「売上－経費＝もうけ（付加価
値）」の総額で推計します。GDPが前年あるいは前四半期と
比べて、どの程度増えたのか減ったのかを％で⽰したものを、
GDP成長率、経済成長率などと呼びます。

また、GDPには「名⽬GDP」と、物価変動の影響を取り除い
た「実質GDP」があります。通常、GDPの構成比を⾒るときには
名⽬GDPを、経済成長率を⾒るときには実質GDPを用います。

一般的にGDPは四半期毎に公表され、⽇米欧などの主要先進国の経済成長率を⾒るときには、「前期比
年率」の数字が注⽬されます。これは四半期の成長率が1年間続いた場合、年間では成長率が何％になる
かを推計したものです。また、企業や個人の経済活動は季節や休⽇などに大きく左右されるため、四半期毎
のデータを⾒るときには季節的な影響を取り除いた「季節調整済」の数値が使われることが多いようです。

■日本のGDP（2018年4-6月期、二次速報値）

名⽬GDP（年率換算） 552.8兆円

実質GDP※（年率換算） 537.6兆円

名⽬GDP成長率（前期比年率） 2.8％

実質GDP成長率（前期比年率） 3.0％

※2011年暦年連鎖価格
（出所）内閣府（http://www.esri.cao.go.jp/）を基に
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